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IFRSの概念フレームワークについて
―会計目的を中心として―

岩 崎 勇

九州大学大学院

国際会計基準審議会（IASB）が作成・公表する国際財務報告基準

（IFRS）は，細則主義ではなく，原則主義を採用しているので，そ

の判断基準として個別の会計基準を設定するための基準（すなわち

メタ基準）として概念フレームワーク（概念的枠組み）が重要性を

帯びてくる。

この財務会計の概念的枠組みについて，IASBは米国の財務会計

基準審議会（FASB）との間で，共同プロジェクトを2005年1月に

立ち上げ，「財務諸表の作成表示に関するフレームワーク」に代わる

新しい概念的枠組みを開発中である。そして，2010年9月にその内

容の一部を改訂した「財務報告に関する概念フレームワーク2010」

（新概念的枠組み）を公表した。

このような状況の下において，本稿では，文献研究を通して，

IASBにより開発されたIFRSの新概念的枠組みにおける財務報告の

目的の到達点と問題点を，特に利害調整・受託責任の観点及び主た

る利用者の観点から検討している。

要 旨



Ⅰ はじめに

国際会計基準審議会（以下，「IASB」とい

う）が作成・公表する国際財務報告基準（以

下，「IFRS」という）は，原則主義を採用し

ているので，その判断基準として個別の会計

基準を設定するための基準（すなわちメタ基

準）としての概念フレームワーク（以下，

「概念的枠組み」という）がより一層重要性

を帯びてくる（1）。

この財務会計の概念的枠組みについて，

IASBは米国の財務会計基準審議会（以下，

「FASB」という）との間で，共同プロジェ

クトを2005年1月に立ち上げ（山田［2007］

104頁），「財務諸表の作成表示に関するフレー

ムワーク」（IASC［1989］）に代わる新しい

概念的枠組みを開発中である。そして，2010

年 9月に財務報告の目的および財務報告情

報の質的特性の部分を改訂した「財務報告に

関する概念フレームワーク 2010」（IASB

［2010c］，以下，「新概念的枠組み」という）

を公表した。

このような状況の下において，本稿では，

文献研究を通して，IASB等により開発され

たIFRSの新概念的枠組みにおける財務報告

の目的の到達点と問題点を，特に会計目的と

して意思決定目的だけでよいのかに関して利

害調整・受託責任の観点から，および財務報

告の焦点として誰を想定すればよいのかに関

して主たる利用者の観点から検討し，受託責

任という用語の維持と受託責任目的の独立的

な位置づけの必要性および主たる利用者とし

て投資家を想定すべきであることを明確化す

ることを目的としている。

なお，新概念的枠組みの財務報告の目的部

分については，その内容が既に確定している

けれども，その内容は完全なものではなく，

例えば，次のような問題が依然として存在す

るものと考えられる。すなわち，第1に，

受託責任について，その文言を削除し，かつ

受託責任目的を意思決定目的に含めることに

よって，受託責任を曖昧なものとし，より軽

視するものとなっている。しかし，このよう

にして作成される財務情報については，その

信頼性が担保されないものとなる危険性があ

り，そのような信頼性の乏しい財務情報は

IASBが求める有用な情報とならない可能性

があること。そして第2に，財務情報の主

たる利用者を投資家からその他の債権者を含

む全ての資金提供者へ拡大することによって，

企業主体論的な立場を採用し，連結基礎概念

として経済的単一体説を採用するための基礎

を提供しようと推察される。しかし，このよ

うな論理を展開するために，IASB自身が認

めるように，主たる利用者を全ての資金提供

者に広げることによって共通ニーズが狭くなっ

てしまっており，それを補うことが必要となる

が，その補足的な情報を提供することは共通

ニーズを提供するという概念的枠組みにおい

て許容されるという（矛盾する）ロジックを展

開していると考えられる。それゆえ，その確

定した内容を批判的に分析することは，次に

概念的枠組みが改訂される時に，検討される

べき基礎資料を提供できるものと考えられる。

Ⅱ IFRSの概念的枠組みにお
ける財務報告の目的の到達
点と問題点の検討

1 IFRSの概念的枠組みにおける財務

報告の目的の到達点の検討

（1）概念的枠組みの到達点

本節では，IFRSの新概念的枠組みにおけ
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る財務報告の目的の到達点について，特に利

害調整・受託責任の観点および主たる利用者

の観点から検討していくこととする（2）。

まず，新概念的枠組みの会計目的ないし財

務報告の目的に関する到達点の概観および本

稿での取扱いは，以下のとおりである。

第1に，旧概念的枠組みが財務諸表の目

的をその対象としていたのに対して，新概念

的枠組みでは，それを財務報告の目的へと変

更している。これによって概念的枠組みの目

的に関する規定範囲を，財務諸表のみではな

く，その周辺のものも含む財務報告まで拡大

している。これは，リーマン･ショックで示

された問題点等も含めて，財務情報の要求が

以前よりも拡大して来ていることを反映する

ものであり，大きな問題ではないと考えられ

る。そこで，本稿ではこれを問題としないこ

ととする。

第2に，旧概念的枠組みと同様に，新概

念的枠組みでは，意思決定有用性アプローチ

に基づき投資家等への意思決定のために有用

な情報を提供することを基本目的としている。

この意思決定目的については，特に問題はな

いので，本稿ではこれを問題としないことと

する。

第3に，旧概念的枠組みと同様に，新概

念的枠組みでは，配当可能利益の計算等に関

わる利害調整目的を主たる会計目的としてい

ない。これについては，後述している。

第4に，旧概念的枠組みと同様に，新概

念的枠組みでは，企業価値情報を財務情報の

利用者に直接提供するものでなく，企業価値

測定のために有用な財務情報を提供すること

を想定している。これについては，特に問題

はないので，ここでは問題としていない。

第5に，旧概念的枠組みが受託責任目的

を独立の目的とし，かつ受託責任という用語

を使用していたのに対して，新概念的枠組み

では，受託責任という用語を削除し，かつ受

託責任目的を意思決定目的に含めている。こ

の問題については，後で詳述している。

第6に，財務情報の主たる利用者として，

旧概念的枠組みでは，財務報告の焦点を絞る

ために，情報利用者の代表として投資家を想

定していたのに対して，新概念的枠組みでは，

その範囲を投資家，貸手，その他の債権者ま

で拡大している。この問題については，後で

詳述している。

このような新概念的枠組みの財務報告の目

的に関する到達点のうち，以下で検討しよう

とするものは，第1に，受託責任に関して，

その用語を削除することにより曖昧化すると

共に，従来独立的な会計目的の一つとしてい

たものを利用者の観点から意思決定目的の一

部に包摂しているが，受託責任は，本来歴史

的にも企業経営者の観点からのものであり，

このような変更をなすべきではないと考えら

れる。また，第2に，主たる利用者の範囲

に関して財務報告の焦点を絞るために，従来

においては利用者ニーズの代表として投資家

を想定していたけれども，新概念的枠組みで

は投資家のみならず，貸手，その他の債権者

にまで拡大している。しかし，財務報告の焦

点をより明確に絞るためには，投資家の方が

良いと考えられる。そこで，以下では，まず

新概念的枠組みの内容を確認し，次に上述の

問題点を検討していくこととする。

（2）利害調整目的

ここでは，財務報告の目的のうち利害調整

目的（配当等に関する利害関係者の利害調整

のための目的）について検討していくことに

する。なお，受託責任目的については，直ぐ

後で詳しく検討するので，ここでの議論から

IFRSの概念フレームワークについて
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除くこととする（3）。

利害調整目的を財務報告の目的とするか否

かの考え方については，表1のように，①

意思決定目的のみとするもの（4），②意思決

定目的と利害調整目的の双方とするもの（5）

および③利害調整目的のみとするものとが考

えられる。

これらのうち，どの考え方を採用すべきで

あろうか。この場合，この問題については，

その制度の設定趣旨を検討することが有用で

あろう。すなわち，IASBでは，専ら国際的

な証券・金融市場での上場企業（6）への投資

家等の意思決定のための財務情報の開示を問

題としている。しかも，そこにおいて配当等

に代表される利害調整は直接的には各国の会

社法等で行うことを想定しおり，利害調整を

主要な目的と考えていない。それゆえ，IASB

は財務報告の目的を上掲表 1の①意思決定

目的としている。

（3）受託責任目的

財務報告の目的に関しては，受託責任目的

を意思決定目的と共に財務報告の目的とする

のか否かが問題となる。この受託責任と財務

報告の目的との関係については，表2のよ

うに，①�受託責任を財務報告の目的の一つ

とし，かつ意思決定とは独立的なものとする

という考え方，①�受託責任を財務報告の目

的の一つとして認識するが，意思決定に含め

るという考え方，②受託責任を財務報告の目

的としないというものが考えられる。

この場合，どの説を採用すべきなのかを検

討するときに，受託責任をどのような観点か

ら位置付けるかに依存することとなると考え

られる。すなわち，伝統的な受託者（経営者）

の善管注意義務に基づく，会計の基礎にある

資本（資源）の委託と受託の関係およびその

資本（資源）の管理・運用機能ならびに（こ

の責任解除のための）その結果の報告を重視

する企業の会計計算および報告という観点か

らの受託責任（「企業ないし作成者の観点か

らの受託責任概念」）を重視する場合には，

上掲表2の①�の説となるであろう。他方，

企業の観点ではなく，市場ないし利用者の観

点から意思決定が主たるものであるが，一応

受託責任を考慮し，財務報告の目的の一つと

は考えるが，それをそれ程強調せず，かつ意

思決定目的に含めるときの受託責任（「市場

ないし利用者の観点からの受託責任概念」）

の場合には，①�の説となるであろう（7）。さ

らに，企業の観点ではなく，市場ないし利用

者の観点から意思決定目的を主たる財務報告

の目的とし，受託責任を独立的な目的として

掲げる程重要ではないと考える場合には，②

の説となると考えられる。

このような財務報告の目的における受託責

任の位置付けに関して，表2のように，従

来の概念的枠組みにおいては，意思決定目的

と並んで「財務諸表はまた，経営者の受託責

任または経営者に委託された資源に対する説
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表1 意思決定目的と利害調整目的

*1：ここでは，受託責任目的を除いている。

*2：例えば，わが国の概念的枠組みでは，利害調整目的

を副次的な目的として掲げている。

（出所）著者作成

表2 財務報告上の受託責任の取扱

（出所）著者作成



明責任の結果も表示する」（IASC［1989］,

par.14）（8）というように，受託責任目的を独

立的に明示し，①�の立場を採用していた｡

そして，IASBのプロジェクト・サマリー

（IASB［2010b］）で説明されているように，

公開草案に対するコメント･レターで，ほと

んどの回答者は意思決定のために有用な情報

を提供することは適切な目的であるというこ

とに賛成した。しかし，回答者の中には，投

資者，貸手その他の債権者は，資源配分関連

以外の意思決定をも行うと主張している。例

えば，多くの株主は，取締役を再任するか否

か，および彼らの業務執行に対してどの位の

報酬を与えるべきかについての議決を行うと

いうように，企業経営者の受託責任に関連す

る意思決定を行う。それゆえ，公開草案は受

託責任概念を適切に捉えていないと考えてい

る者もいる（IASB［2010b］,p.7）。

これに対して，新概念的枠組みでは，「我々

は，今回，この［財務報告の目的の］章が，受

託責任が内容とする（encapsulates）ものを

記述するように修正した。［ただし，］我々は，

それが他の言語に翻訳される時に導入される

曖昧さのために，受託責任という用語を使用

していない。」（Ibid.,p.7，［ ］内は著者挿

入。以下同じ）としている。そして，「経営

者の責任を解除することについての情報もま

た，経営者の行動についての議決権ないしそ

の他の影響力を持つ現在および潜在的な投資

家，貸手および債権者による意思決定のため

に有用である。」（IASB［2010c］,par.OB4）

として，受託責任目的を意思決定に包摂して

間接的に述べているに過ぎない。このことか

ら，新概念的枠組みでは，受託責任概念につ

いて，前掲表2の①�の考え方に基づいて，

市場ないし利用者の観点からの受託責任概念

を使用し，受託責任が全体としての意思決定

に包摂されるという立場を採用している。そ

れゆえ，新概念的枠組みにおいては，図 1

のように，従来の概念的枠組みと比較して受

託責任概念に変容が見られる。

このように，IASBの概念的枠組みは，従

来の企業の会計計算および報告という受託責

任的な観点から，意思決定目的をより重視す

るという「将来志向重視」（松尾［2011］,

4頁）の市場ないし利用者の観点へとその立

場を転換している。このことによって益々意

思決定有用性アプローチに基づく概念的枠組

みを重視した会計基準の設定を行おうとして

いるものと考えられる。

しかし，この立場を強調し過ぎると，財務

報告情報の質的特性の議論（9）で展開されて

いるような財務情報の信頼性を軽視した議論

となる危険性があるので，後で詳述するよう

に，経営者の善管注意義務を確保し，かつ財

務情報の信頼性を確保するために，従来の企

IFRSの概念フレームワークについて
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図1 受託責任概念の変容

（出所）著者作成



業ないし作成者からの観点からの受託責任の

考え方を維持すべきであろうと考える。

（4）主たる利用者

財務報告の目的に関連する一般目的財務報

告に関しては，財務報告の焦点を絞るために，

その報告の客体である主たる提供先すなわち

その主たる利用者とは誰か，ないし誰に向け

て財務報告を行うのかということが問題とな

る。これには，表3のような考え方がある。

すなわち，一般目的財務報告の主たる利用者

は誰かに関して，①株主（10），②投資家（11），

③投資家，貸手およびその他の債権者（12），

④企業を取り巻く利害関係者（13）等が考えら

れる。

これらのうちどの説を採用するのかは，

（副次的な財務報告の利用は当面の問題の外

に置くとして）誰に焦点を当てて財務報告書

が作成・開示されるのかという問題でもあり，

その開示制度の目的に依存すると考えられる。

この点に関して，従来の概念的枠組みでは，

「財務諸表の利用者には，現在および潜在的

な投資家，従業員，貸手，仕入先その他の取

引業者，得意先，政府および監督官庁ならび

に一般大衆が含まれる」（IASC［1989］,par.

9）として，広範な利用者を想定している。

しかし，財務報告の焦点を絞るために，その

利用者グループの代表として，「投資家は企

業に対するリスクを伴う資本提供者であるこ

とから，投資家ニーズを満たす財務諸表を提

供することによって，財務諸表により満たす

ことが可能なその他の利用者の十分なニーズ

も満足させることとなろう」（Ibid.,par.10）

として，「広範な利用者ニーズの代表として

投資家ニーズに焦点を当てていた」（IASB

［2010］,par.BC1.11）（14）。このように，従

来の概念的枠組みでは，広範な利用者による

多様な情報提供（「多元的情報提供」）という

ことを避けるために，その利用者グループの

代表として投資家を想定することによって，

財務報告の焦点すなわち情報提供の内容を投

資家ニーズに一元化する（「一元的情報提供」）

という論理構成（ロジック）が見られる。

これに対して，FASBの概念書第1号の「合

理的な投資，与信およびその他の意思決定を

行う上で，現在および潜在的な投資家，債権

者およびその他の利用者に対して」（FASB

［1978］,par.34）有用な財務情報を提供する

という規定との調整のために，IASBの公開

草案では，「主たる利用者は現在および潜在

的な投資家，貸手およびその他の債権者か

ら構成されるということを提案していた」

（IASB［2010b］,p.8）。これについて，例え

ば，証券監督者国際機構（IOSCO）の「我々

はまた，財務情報は，［投資家という］特定

の持分投資グループのニーズに焦点を当てる

よりも，十分に広い現在および潜在的な全

ての資本提供者に提供されなければならない

ということに賛成する」（IOSCO［2008］

p.2）というコメントや米国公認会計士協会

（AICPA［2008］,pp.1 2）等のように，

IASBの提案に賛成する意見が表明される一

方で，より広いその他の利用者が考えられる
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表3 一般目的財務報告の主たる利用者

*1：現在の株主のこと

*2：例えば，日本の会社法の場合等

*3：IASBの従来の概念的枠組みは，企業を取巻く広範な

利害関係者を財務報告の対象としているが，あくまで

も利用者グループの代表として投資家を想定している

（IASC［1989］,par.9）

（出所）著者作成



という反対のコメント･レターも寄せられた。

そして，このことに関して，プロジェクト・

サマリー（IASB［2010b］）によれば，「我々

は，広範な関係者が一般目的財務報告に利害

を有しているであろうと認識している。しか

し，我々は主たる利用者グループを保持して

いる。というのは，それは基準設定に際して

重要な焦点を提供するからである。我々は，

多くの他の利用者は，この枠組みを用いて開

発される財務報告基準によって十分にその

要求が満たされるであろうと考えている。」

（IASB［2010b］,p.8）とし，基準設定に際

して財務報告の焦点の提供という観点から主

たる利用者の絞込みの必要性を強調している。

他方，ある回答者は，反対により狭い利用者

を想定し，清算時に最終のリスクを負担する

持分投資家（株主）のみが主たる利用者グルー

プであるべきであると提案した。これに対し

て，新概念的枠組みでは，その考え方を採用

せず，「多くの現在および潜在的な投資家，

貸手およびその他の債権者は，彼らに直接情

報を提供するように報告企業に強制できず，

また一般目的財務報告に依存しなければなら

ない。」（Ibid.,p.8）として，前掲表3の③

の考え方を採用している。なお，「（1989年）

概念的枠組みのパラグラフ 9における利用

者には，現在および潜在的な投資家，従業員，

貸手，仕入先およびその他の取引業者を含ん

でおり，これらのすべては，［新概念的枠組

みの］パラグラフOB2の語句に含めること

を意図している」（IASB［2010c］par.BC1.

10）としている。

そして，IASBが，「主たる利用者グルー

プは，報告企業の現在および潜在的な投資家，

貸手およびその他の債権者であるべきである

と結論した理由は，次のとおりである。すな

わち，（a）現在および潜在的な投資家，貸

手およびその他の債権者は，財務報告におけ

る情報について最も決定的でかつ直接的なニー

ズがあり，多くの者は企業が彼等にその情報

を提供することを直接求めることが出来ない

こと，（b）本審議会およびFASBの責任は，

資本市場への参加者のニーズに焦点を当てる

ことを要求しており，それには現在の投資家

のみならず，潜在的な投資家ならびに現在お

よび潜在的な貸手およびその他の債権者を含

むこと，（c）特定された主たる利用者ニーズ

を満たす情報は，株主という文脈で定義され

たコーポレート・ガバナンスモデルを持つ地

域と，全てのステークホルダーという文脈で

定義されたコーポレート・ガバナンスモデル

を持つ地域の双方の利用者ニーズを満たすで

あろうこと」（Ibid.,par.BC1.16）としてい

る。

このように，図2のように，従来の概念

的枠組みでは，広範な利用者を想定し，かつ

財務報告の焦点の提供という観点からその利

用者グループの代表として投資家を中心とし

た理論展開をしていた。これに対して，新概

念的枠組みでは，財務報告の主たる利用者と

してあくまでも全ての資金提供者に焦点を

当てた理論展開をしている（15）。これに関し

て，次の点が指摘できる。すなわち，財務報

告の焦点である主たる利用者（ないし利用者

グループの代表）が投資家から全ての資金提

供者へ拡大している点である。これによって

理論的には，財務報告の焦点が投資家（「リ

スク資本の提供者」）から全ての資金提供者
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図2 財務情報の主たる利用者

（出所）著者作成



（「全ての資本提供者」）へ拡大し，焦点がぼ

け，より多様な情報を提供する必要が出てき

ている。しかし，これらの共通ニーズを考え

れば，その情報の範囲は狭くなる（16）と考え

られる。

以上のように，IASBの概念的枠組みにお

ける財務報告の目的の到達点としては，次の

ようなことが挙げられる。

IASBは，財務報告の目的として意思決定

有用性アプローチに基づき意思決定のために

有用な情報を提供するという意思決定目的を

中心とした論理を展開しており，そこにおい

て従来の概念的枠組みにおける財務諸表の目

的から新概念的枠組みでは財務報告の目的へ

とその会計目的を転換している（17）。また，

財務報告の目的における利害調整目的につい

ては，従来からこれを目的としていない。

他方，受託責任目的については，図 3の

ように，その立場を従来の概念的枠組みに

おける財務情報の作成者（企業）の観点から

新概念的枠組みにおける利用者（市場）の

観点へと転換することによって，従来におい

ては受託責任を独立した目的としていたのに

対して，新概念的枠組みでは，それを意思決

定のための意思決定目的に含め，かつ受託責

任という名称それ自体を削除することによっ

て，それを曖昧なものとしている。さらに，

財務報告において焦点を当てる主たる利用者

を投資家から全ての資金提供者へ拡大してい

る。

2 問題点の検討

これまでの検討を前提として，ここでは，

IFRSの新概念的枠組みにおける財務報告の

目的における問題点を，受託責任および主た

る利用者の観点から検討し，受託責任という

用語の維持と受託責任目的の独立的な位置づ

けの必要性および主たる利用者として投資家

を想定すべきであることを明確化していくこ

ととする。

（1）受託責任目的

新概念的枠組みは，前述のように，従来の

概念的枠組みにおいて明示されていた受託責

任という文言を削除し，受託責任を不明確に

している。これは，財務報告の目的として意

思決定有用性アプローチに基づく意思決定目

的をより一層重視し，受託責任目的をより軽

視した結果であろう。ここで意味することな

いしその狙いは，IASB自身が明確にしてい

るように，「かなりの部分について，財務報

告書は正確な描写ではなく見積り，判断及び

モデルに基づいている。本『概念フレームワー

ク』は，そうした見積り，判断及びモデルの基

礎となる概念を定めている」（IASB［2010c］,

par.OB11）というように，企業の観点から

の受託責任を重視する従来の収益費用中心観

に基づく取得原価（主義会計）を後退させ，

それに代わって，より市場の観点を重視する

資産負債中心観に基づく公正価値（会計）を

より一層広く展開する理論的な出発点（基礎）

をこの概念的枠組みによって確保することで

あろう。しかし，ここでの問題点は，①受託

責任における経営者の善管注意義務に基づく

資本（資源）の委託・受託における管理・運

用・報告の誠実さや勤勉さを求める観点から

の問題，および②財務情報の信頼性の確保の

観点からの問題，すなわち受託責任目的で要
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図3 主たる利用者と会計目的

（出所）著者作成



求される数値と意思決定目的で要求される数

値の特質は必ずしも同様なものではなく，し

ばしば異なっており，しかも，特にレベル3

の金融商品（18）のように，必ずしも信頼性が

確保できない主観性の高い将来キャッシュ・

フローの予測を中心とした公正価値に基づく

財務情報が必ずしもIASBが求める意思決定

に有用な情報とならないという問題である。

前者に関しては，英国会計学会（BAA）が，

（最終版と同様に）「公開草案は，資本提供者

の意思決定ニーズに受託責任を含めている。

［しかし，］独立した受託責任目的が，次の理

由で必要である。すなわち，現在の株主の権

利は，潜在的な株主やその他の潜在的な資本

提供者と異なっており，かつはるかに広いも

のである。さらに，受託責任は，株主の利益

に沿った行動を経営者に取らせることを強制

することによって，株主の権利を守っている。

つまり，エイジェンシー理論において公式に

議論されているように，経営者の行動は，財

務報告制度によって影響され，かつ拘束され

ている。受託責任ニーズを遂行することは，

財務報告の基本的かつ望ましい性格である。

経営者による正直さや勤勉さを促進すること

についての財務報告の役割を公開草案［およ

び最終版］は，認識していない。財務報告の

エイジェンシーへの影響を認識しない概念的

枠組みは，財務報告基準を開発する基礎とし

て有用で有効な基礎となり得ない」（BAA

［2008］,pp.1 2）と述べているように，経

営者の善管注意義務に基づく資本（資源）の

委託・受託における管理・運用・報告の正直

さや勤勉さを確保するというエイジェンシー

理論等の観点から受託責任を用語として明示

すると共に，それを独立の目的として維持す

べきであろう。

後者に関しては，予備的見解では，（最終

版と同様に）「パラグラフ OB2で規定され

た財務報告の目的は，［財務報告の利用者が］

経営者の受託責任を評価するのに有用な情報

を提供することを含んでいる」（IASB［2006］,

par.OB28）として，受託責任評価を意思決

定目的に含めている。この見解に対して米国

会計学会（AAA）の財務会計基準委員会

（FASC）が示した，この概念的枠組みは，

「会計の投資機能に余りに焦点を当て過ぎて

おり，より重要な受託責任機能を軽視してい

る」（AAA［2007］,p.230）。「受託責任は，

重要であるばかりでなく，ほとんどの企業に

とって，投資［意思決定］よりも重要でもあ

る」（Ibid.,p.231）。そして，新概念的枠組

みにおいて見られるように，「受託責任は，

しばしば投資決定に焦点を当てることによっ

てよく果たされると主張されるが，この主張

は，理論的に誤っている。受託責任のために

有用な情報は，評価目的のために有用かも有

用でないかもしれないし，逆に評価目的のた

めに有用な情報はまた受託責任のために有用

かも有用でないかもしれない。このことは，

この30年間における学術的な文献によって，

証拠付けられてきている」（Ibid.,p.231）。

この考え方は，そのまま最終版の新概念的枠

組みにも該当するものと考えられる。また，

例えば，レベル 3の金融商品のように，

必ずしも信頼性が確保できない主観性の高い

将来キャッシュ・フローの予測を中心とした

公正価値に基づく財務情報（19）のように，

「企業の経営者の受託責任と企業の会計情報

・・（著者省略）・・の関係を切離した情報

開示には，信用制度を撹乱するような客観性

のない情報を無責任に開示する制度へと変貌

する可能性と危険性が存在しうる」（高山

［2006］,146頁）と考えられるからである。

それゆえ，より信頼性を重視する受託責任目
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的について受託責任という用語をもって，か

つ独立の目的として維持すべきであろうと考

えられる。

以上のように，①受託責任における経営者

の善管注意義務に基づく資本（資源）の委託・

受託における管理・運用・報告の誠実さや勤

勉さを確保するというエイジェンシー理論等

の観点から，および②受託責任目的で要求さ

れる数値と意思決定目的で要求される数値の

特質は必ずしも同様なものではなく，しばし

ば異なっており，特にレベル3の金融商品

のように，必ずしも信頼性が確保できない主

観性の高い将来キャッシュ・フローの予測を

中心とした公正価値に基づく財務情報が必ず

しもIASBが求める意思決定に有用な情報と

ならないという観点から，信頼性を重視する

受託責任目的を用語として明示すると共に，

それを独立の目的として維持すべきであろう

と考えられる。

（2）資金提供者への拡大

新概念的枠組みは，前述のように，財務報

告の焦点を絞るために，財務情報の主たる利

用者を，投資家から全ての資金提供者へ拡大

している。このようなことがなされる背景と

しては，次のことが考えられる。すなわち，

概念的枠組みにおける「報告企業」で議論に

なったように（20），報告企業を投資家の観点

（すなわち所有主理論の観点）からそれを捉

えようとするのではなく，全ての資金提供者

という企業全体の観点（すなわち企業主体理

論の観点）から捉えることを，IASBが展開

するための理論的基礎を，ここで与えようと

するものと考えられる。これによって，「所

有と経営が分離して財務報告が要求されるよ

うな現代の大企業には，企業主体理論が適合

すると結論付ける（BC1.1116項）。そして

この議論が，株主に限定されず幅広い資本提

供者のニーズを念頭におくべきとする第 1

の主張の根拠とされている。・・・［中略：

著者］・・・公開草案が企業主体理論へ傾斜

するのはなぜか。フェーズDでの報告企業

概念に関する予備的見解における議論（107

118項）と照合すれば，その主たる動機が

連結主体論［経済的単一体説］の選択に由来

することが明らかである」（桜井［2009］,19

20頁）。そして，この立場は，新概念的枠

組みにおいても，「当審議会は，財務報告は

この［所有と経営の］分離を会計処理によっ

て反映すべきで，その企業（並びにその経済

的資源及び請求権）の会計処理によってであ

り，主要な利用者及び彼らの報告企業に対す

る持分の会計処理によってではないと結論を

下した。」（IASB［2010c］,par.BC1.8）とい

うように，公開草案と同様な立場が維持され

ている。

このように，IASBが主たる利用者を全て

の資金提供者へ拡大する意図は，企業結合会

計等において，親会社説に基づく買入のれん

説ではなく，経済的単一体説に基づく全部の

れん説を正当化する理論的基礎を与えようと

しているものと考えられる。しかし，伝統的

な利益や持分の計算という会計主体論の観点

から言えば，IASBの主張するものも結果的

には，所有主理論によることとなるものと考

えられる（21）。また，AAAのFASCが述べて

いるように，「会計上の所有主理論（proprie-

torshiptheory）は，企業主体理論（entity

theory）よりもより首尾一貫した観点を提供

する」（AAA［2010］,p.483）と考えられる。

しかも，会計公準としての企業実体の公準を

前提とすれば，報告企業をその所有主とは別

個の会計単位として捉えることができるとい

う問題は解決されると考えられる（22）。
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そして，もし財務報告の主たる利用者を全

ての資本提供者に拡大しようとすれば，彼等

の間には，例えば，投資家とその他の債権者

のように，「必要な情報は利用者により異な

り」（ASBJ［2008］,2頁），「利用者の共通

の情報ニーズ」（IASB［2010c］,par.BC1.35）

を見出そうとすると，それだけ提供される情

報が少なくなると考えられる（23）。他方，主

たる利用者を最終のリスク負担者である株主

を中心とした投資家とした場合には，彼等は，

「最も多くの情報を必要としており，彼等が

必要とする情報を提供することにより，それ

以外の利害関係者の要求は基本的に満たされ

る」（ASBJ［2008］,3頁）と考えられるか

らである。このような批判に対して，IASB

は，「共通の情報ニーズに重点を置くことは，

報告企業が主要な利用者の中の特定の集団に

最も有用となる追加的な情報を含めることを

必ずしも妨げない」（IASB［2010c］,par.OB8）

としている。すなわち，そこでは，原則論と

して共通ニーズを掲げながら，ASBJ等が指

摘するように，共通ニーズだけでは情報が少

なくなるので，原則に反して例外的（恣意的）

に投資家が求める情報ニーズを追加すること

は，共通ニーズを提供するという概念的枠組

みにおいて許容されるという矛盾したロジッ

クを展開していると考えられる。しかし，こ

れは，IASB自身が主張する「主要な利用者

グループの共通ニーズに資するという目的に

整合しない」（IASB［2010c］,par.BC1.35）

ことをしていることとなり，IASBが原則と

して掲げていることと，実際にやろうとする

ことが矛盾していることの証左であろう。こ

の矛盾をなくすためには，投資家の情報ニー

ズを中心とした論理展開をする方が，理論的

な一貫性が維持できると考えられる。

このように，IASBの新概念的枠組みでは，

財務報告の主たる利用者を投資家から全ての

資金提供者へ拡大することによって，第 1

に，企業主体論的な立場を採用し，連結基礎

概念として経済的単一体説を採用するための

基礎を提供しようと推察される。しかし，伝

統的な利益や持分の計算という企業主体論か

らいえば，IASBの主張する利益（持分）計

算も結果的には所有主理論によるものと考え

られる。しかも，会計公準としての企業実体

の公準を前提とすれば，報告企業と所有主と

を別個の会計単位として捉えられるという問

題は解決されると考えられる。また，第 2

に，全ての資金提供者へ拡大することによっ

て，共通ニーズが狭くなってしまう。このこ

とに対処するために，投資家に対する情報ニー

ズを補う必要性が出てくるが，このような情

報の提供も共通ニーズを提供するという概念

的枠組みにおいて許容されるというロジック

を展開している。この矛盾をなくすためには，

投資家ニーズを中心とした論理展開をする方

が，論理的一貫性が維持できるものと考えら

れる。それゆえ，上述の理由によって，主た

る利用者を投資家から資金提供者へ拡大する

必要性はないものと考えられる。

Ⅲ むすび

以上のように，本稿では，IFRSの財務報

告の目的について新概念的枠組みの到達点と

問題点を，特に利害調整・受託責任の観点お

よび主たる利用者の観点から検討してきた。

この検討によって，次のことが明確にされた。

（1）新概念的枠組みにおける財務報告の目

的の到達点としては，次のことが明らかになっ

た。すなわち，IASBは，その立場を財務情

報の作成者（企業）の観点から利用者（市場）

の観点へと転換することによって，財務諸表

IFRSの概念フレームワークについて
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の目的から財務報告の目的へとその会計目的

を転換していること，そして，意思決定有用

性アプローチに基づき意思決定のために有用

な情報を提供するという意思決定目的を中心

とした論理を展開していること。また，企業

価値そのものの情報提供ではなく，従来と同

様に，企業価値の測定に役立つ情報の提供を

考えていること。そして，利害調整目的につ

いては，従来から考慮していないこと，他方，

受託責任目的については，従来においては，

この目的を独立させていたのに対して，新し

い概念的枠組みでは，意思決定目的にそれを

含め，かつその名称自体を削除することによっ

て曖昧なものとしていること。さらに，財務

報告で焦点を当てる主たる利用者を投資家か

ら全ての資金提供者へ拡大していること。

（2）新概念的枠組みの問題点としては，第1

に，受託責任という用語自体を削除すること

や受託責任目的を意思決定目的の中に含めて

いることによって受託責任目的を曖昧化して

いること，第2に，財務報告において焦点

を当てる主たる利用者を投資家から資金提供

者へ拡大することによって，企業主体論的な

論理展開についての基礎の提供という問題が

挙げられた。特に，受託責任目的を意思決定

目的の中に含めると共に受託責任という用語

自体を削除することによって受託責任目的を

曖昧化することは，公正価値会計の拡大に対

するチェック機能の緩和化であり，信頼性あ

る財務情報の提供という観点からは大きな問

題であろう。

〔注記〕
（1）FASBの概念的枠組みは，会計基準の一部では

なく，かつ細則主義なので，IASBのそれと比

較すると，概念的枠組みの重要性はより低く

なるのに対して，IASBの概念的枠組みは，会

計基準の一部であり，かつ原則主義なので，

細則部分の穴埋めをするための判断の基礎と

して，概念的枠組みがより重要性を帯びてく

る（大日方他［2009］,81 82頁）。

（2）IASBで採用されている意思決定目的に関して，

財務報告の目的に意思決定目的を含めること

については大きな問題がないので，ここでは

論点に含めていない。

（3）利害調整目的と受託責任目的の関係について

は，種々の考え方がある。その中で有力な考

え方として，例えば，「受託責任の解除等の利

害調整機能［目的］」（大日方［2011］,87頁）

というように，広い意味での利害調整目的の

中の一つとして受託責任目的を考え方がある。

なお，本稿では，受託責任目的の遂行は会計

上重要な目的であるので，特別に別項目とし

て取り上げている。

（4）例えば，米国証券諸法やわが国金融商品取引

法では，投資家の保護の観点から投資家の意

思決定のための財務情報の開示（提供）が主

な目的とされている。

（5）例えば，わが国の概念的枠組みでは意思決定目

的と利害調整目的の双方の規定がなされてい

る。ただし，そこで規定されている利害調整

目的は副次的な目的という位置づけがなされ

ている。

（6）なお，ここでは，SME（中小企業版）版IFRS

の議論は，除いている。しかし，SMEを含め

たとしても，IASBは，その主要目的を意思決

定とし，利害調整目的を中心としていないこ

とでは，共通する。

（7）なお，受託責任については，椛田［2011］で詳

しく検討されている。そこでは，「企業ないし

作成者の観点からの受託責任概念」「市場ない

し利用者の観点からの受託責任概念」と同様

な内容を，「作成者指向を重視した受託責任概

念」「利用者指向を重視した受託責任概念」と

いう用語を使用して説明している。

（8）ここでは，意思決定とは別に，経営者という財

務諸表の作成者（すなわち企業）の観点から

受託責任を明示している。

（9）新しい概念的枠組みでは，財務報告情報の質的

特性は，従来の概念的枠組みと比較して，信

頼性による目的適合性へのチェック機能およ

び忠実な表現に対する検証可能性のチェック

という二つのチェックを外し，より硬度が低

く，信頼性の乏しい情報が提供される概念的

枠組みとなっている（岩崎［2011］,3034頁）。

（10）株主をその対象としている例としては，例えば，

わが国の会社法等で採用されているものであ

り，期末現在の株主に対して財務報告がなさ
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れている。

（11）投資家をその対象としている例としては，例え

ば，わが国の金融商品取引法等で採用されて

いるものであり，投資家保護の観点から制度

的には投資家に対して財務報告がなされてい

る。

（12）投資家等をその対象としている例としては，例

えば，IASBの新概念的枠組みで採用されてい

るものであり，投資家のみならず，貸手およ

びその他の債権者というように，広く貸借対

照表の貸方に登場する利害関係者をその対象

としている。

（13）これは，貸借対照表の貸方に登場する利害関

係者である投資家，貸手およびその他の債権

者にとどまらず，監督官庁，税務当局，従業

員等も含めて利害関係者と考えるものである。

（14）ただし，「明示的に主要な利用者グループを明

確にしていなかった」（IASB［2010］,par.BC1.

11）。

（15）「投資家，貸手およびその他の債権者以外の規

制当局者，一般大衆のような，その他の利害

関係者はまた，一般目的財務報告が有用であ

ろう。しかし，この報告は，これらの他のグ

ループに第一義的に向けられたものではない」

（IASB［2010c］,par.OB10）として，その他

の利用者を財務報告の主たる利用者として基

本的に想定していないこととしている。

（16）なお，資金提供者は，少なくとも投資家とその

他の債権者の2つのグループが含まれるので，

両者の共通の一般目的財務報告を考える場合

には，図3のように，その共通の財務報告項

目は，投資家のそれよりも狭くなることを意

味する。

また，例えば，わが国でIFRSの受入れは，

（広範な資金提供者ではなく，）投資家保護を

目的とする金融商品取引法に関連している点

からも，投資家の方が自然であろう。

（17）従来の概念的枠組みでは，「財務諸表の目的」

を規定していた（IASC［1989］,par.12）。他

方，新概念的枠組みでは，財務諸表のみなら

ず，その他の情報を含めた「財務報告の目的」

を規定している（IASB［2010c］,par.OB2）。

このような目的の拡大は，以前よりもより多

くの情報の提供が求められていることが，そ

の背景になっており，利用者指向的な観点か

らの対応であると考えられる。

（18）レベル3の金融商品とは，観察可能な市場デー

タに基づかないインプットを用いて計算を行

う金融商品のことである（岩崎［2011c］,102

頁）。

（19）公正価値測定の信頼性の乏しさについては，

越智（［2012］,71135）等を参照されたい。

（20）なお，詳細については，岩崎［2011b］を参照

されたい。

（21）すなわち，伝統的な利益や持分の計算という会

計主体論の観点からすれば，IASBが企業主体

観（entityperspective）として主張する経済

的単一体説も，（親会社説が親会社株主持分を

資本として組み入れるのに対して）少数株主

持分を含めた全部株主持分を資本として組み

入れるものであり，所有主持分および所有主

である株主に帰属する利益を計算していると

いう点では，所有主理論の範疇に属するもの

ということができる。なお，詳細は，岩崎

（［2011b］,89頁）を参照されたい。

（22）すなわち，会計上の判断を行う会計主体として

は所有主理論を採用するが，会計の計算対象

としての会計客体としては会計公準として企

業実体の公準に基づき所有主とは別個の独立

した観点から会計・報告を行う企業を想定す

ればよいと考えられる（岩崎［2011b］,100頁）。

（23）上記注記（16）を参照されたい。
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